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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移」につい

ては記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は関連会社がありませんので、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりません。

４ 当社は潜在株式がありませんので、「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については記載しておりませ

ん。 

  

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

売上高（百万円） 38,939 40,979 44,683 48,019 57,985 

経常利益（百万円） 2,142 2,118 3,346 3,369 3,200 

当期純利益（百万円） 1,043 1,110 1,865 1,593 1,746 

持分法を適用した場合の投資

利益（百万円） 
－ － － － － 

資本金（百万円） 3,958 3,958 3,958 3,958 3,958 

発行済株式総数（株） 10,951,415 10,951,415 10,951,415 10,951,415 10,951,415 

純資産額（百万円） 16,748 17,550 19,070 20,105 21,316 

総資産額（百万円） 23,939 25,437 27,891 28,787 33,342 

１株当たり純資産額（円） 1,552.17 1,627.41 1,770.07 1,870.80 1,983.52 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）

（円） 

25.00 

(－) 

30.00 

(－) 

50.00 

(－) 

50.00 

(－) 

50.00 

(－) 

１株当たり当期純利益（円） 91.26 97.92 169.30 148.22 162.53 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 70.0 69.0 68.4 69.8 63.9 

自己資本利益率（％） 6.4 6.5 10.2 8.1 8.4 

株価収益率（倍） 14.1 15.0 17.1 18.4 14.5 

配当性向（％） 27.4 30.6 29.5 33.7 30.8 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
1,274 1,404 2,438 1,092 2,190 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,054 △1,478 △1,582 △879 △1,035 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△269 △270 △324 △539 △548 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
3,727 3,382 3,913 3,587 4,331 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（名） 

644 

(296) 

651 

(408) 

657 

(504) 

710 

(590) 

970 

(804) 



２【沿革】 

 当社の代表取締役会長である齊藤正巳は、昭和26年12月東京都世田谷区成城町385番地（現在の東京都世田谷区成

城六丁目16番７号）において、「有限会社成城薬局」を設立し、医薬品等の小売りをはじめました。昭和41年12月に

組織変更をして「株式会社成城薬局」（代表取締役社長 齊藤正巳、資本金3百万円）を設立し、その後昭和44年５

月に「株式会社セイジョー」に商号を変更いたしました。会社設立後、現在までの会社の沿革は次のとおりでありま

す。 

年月 事項 

昭和41年12月 医薬品と医薬部外品の製造及び販売を目的として「株式会社成城薬局」を設立。 

昭和44年５月 「株式会社セイジョー」に商号変更。 

昭和44年11月 東京都調布市入間町に営業本部を移転。 

昭和51年８月 ドミナント出店およびエリア展開の端緒となる仙川店を京王線沿線に開店。 

昭和53年９月 東急線沿線へ出店する端緒となる用賀店を開店。 

昭和54年５月 小田急線沿線へ多店舗展開を図るべく、和泉多摩川店を開店。 

昭和54年５月 健康食品の取扱いを開始。 

昭和57年１月 ＤＰＥ（写真の現像・焼付け・引伸ばし）の取扱い業務を開始。 

昭和59年10月 営業本部・店舗間をオンラインで結ぶ電算による販売管理システム稼働。 

昭和60年８月 西武線沿線に都立家政店を開店。 

昭和61年８月 一般化粧品の本格的な取扱いを開始。 

昭和61年10月 ショッピングモールへの出店となる、川崎地下街店を開店。 

平成２年５月 東京都調布市の「小津産業株式会社調布支店」内に商品管理センターを新設。商品の各支店への

配送業務を外注化。 

平成２年10月 営業本部・商品管理センター・店舗・仕入先間をオンラインで結ぶ電算による受発注仕入管理シ

ステム稼働、販売管理・会計管理システムと連動させる。 

平成６年10月 神奈川県横浜市に横浜元町店を開店。 

平成７年２月 当社株式を日本証券業協会に店頭登録。 

平成７年３月 営業本部および商品管理センターを、東京都府中市矢崎町「小津産業株式会社府中支店」建物内

に増床移設。 

平成８年５月 東京都調布市に調剤薬局一号店を開局。 

平成９年１月 株式会社コクミンと業務提携を締結。 

平成９年９月 栃木県に栃木鳥山店を開店。 

平成10年10月 東京都品川区に荏原町店を開店。100店舗体制となる。 

平成12年１月 「株式会社千葉薬品」（東京都北区）の全株式を取得。 

平成12年４月 神奈川県逗子市に逗子店を出店。同時に２階を100円ショップ、ダイソー逗子一丁目店として開

店。 

平成12年６月 「株式会社千葉薬品」（東京都北区）を吸収合併。 

平成12年９月 250店舗体制まで対応可能となる物流センターを神奈川県厚木市に開設。 

平成12年９月 当社株式を東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成13年９月 当社株式が東京証券取引所市場第一部銘柄に指定替えとなる。 

平成14年８月 株式会社ドラッグストアー・アイ（静岡県小笠郡小笠町）の全株式を取得。 

平成14年10月 株式会社ドラッグストアー・アイ（静岡県小笠郡小笠町）を吸収合併。 

平成14年12月 株式会社クスリのオオハシ（静岡県富士市）より静岡地区の店舗を営業譲受。 

平成15年８月 営業本部の店舗情報システムとキャッシュレジスターの更新およびパソコンを全店舗に設置。オ

ンラインで結ぶ電算による販売管理システムの稼働とポイントカードの発行を開始。 

平成15年９月 専門性の高い商品構成と優れた接客サービスを提供する都市型店舗の新業態である「ヘルスケア

ストア」を世田谷区祖師谷に開店。 

平成16年２月 夜間配送を含め更なる効率化を図るべく物流センターを東京都立川市に開設。 

平成18年５月 本社を東京都府中市矢崎町から東京都府中市美好町に移転。 

 平成18年10月  株式会社シブヤ薬局（東京都清瀬市）の全株式取得。 

 平成19年２月  株式会社シブヤ薬局（東京都清瀬市）を吸収合併。 

 平成19年11月  セガミメディクス株式会社との経営統合を決定。 



３【事業の内容】 

 当社は、医薬品、健康食品、化粧品、育児用品及び日用雑貨品等を、当社が直営する店舗において一般消費者に販

売する小売業であります。 

 なお、企業集団を構成する関係会社はありません。 

４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

４ 従業員の著しい増減 

 従業員数が当事業年度において260名増加しておりますが、主として、20店舗の新規出店及び「株式会社

シブヤ薬局」の合併に伴う人員雇用によるものです。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

                970 

               (804)  
31.7 4.4 4,327,060 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度の国内経済は、上半期に金融・不動産関連業種を中心として活況を呈しつつありましたが、米国のサ

ブプライムローンの破綻をきっかけとして世界中の金融市場が影響を受けました。国内においても、原油価格の高

騰や飼料穀物の不足を起因とする各種日用品の値上げが顕著となり、年金の問題や格差の是正、そして増税の動き

等も併せて国民生活の先行き不安感が顕在化しつつあります。当社の属するドラッグストア業界ではＭ＆Ａの動き

が特に活発化しており、店舗の飽和感と併せて、従前にないほどの勢いで業界の集約化が進んでおります。当社に

おいても当事業年度において「株式会社シブヤ薬局」を吸収合併し、新規出店につきましては「矢向店」等20店舗

を開店いたしました。また、「熊谷店」等７店舗の全面改装を実施いたしました。さらに外部環境の変化および経

営の効率化のために３店舗を閉鎖し、当事業年度末の店舗数は260店舗となりました。なお、当社の主要顧客であ

る「セイジョークラブカード」の当事業年度末会員数は161万名となっております。 

  この結果、当事業年度の売上高は579億85百万円（前期比20.8％増）となりましたものの、経常利益につきまし

ては32億円（前期比5.0％減）となり、当期純利益は17億46百万円（前期比9.6％増）となりました。 

 

① 医薬品 

 猛暑の影響を受けて、ドリンク剤等は伸長いたしましたが、鼻炎薬を除いた感冒薬関連商品群やハンドクリーム

等の冬季商品が影響を被った結果、当事業年度の売上高は131億68百万円（前期比16.7％増）となりました。ま

た、調剤事業の売上高は36億97百万円（前期比66.0％増）となり大幅に増加いたしました。 

② 健康食品 

 当事業年度においては国民のメタボリック症候群（生活習慣病予備軍）に対する意識はかつてないほど高くなり

ましたが、ＴＶの健康情報番組の捏造問題および、過熱し過ぎた健康ブームの反動も影響した結果、当事業年度の

売上高は36億85百万円（前期比3.5％増）となりました。 

③ 化粧品 

 使用者年代層の若年化と高齢化、男性使用者層の増大などの環境要因および、高付加価値商品の導入や化粧品販

売担当者の積極的な育成、化粧品主体の新業態「Ｂ－ｃａｒｅ セイジョー」などの店舗展開を実施いたしまし

た。この結果、当事業年度の売上高は166億66百万円（前期比19.4％増）となりました。 

④ 育児用品 

 当事業年度は従前型スタイルの駅前商店街立地店舗物件の確保が非常に困難になりつつあり、郊外型大型店舗を

積極的に展開いたしました。この結果、当事業年度の売上高は12億60百万円（前期比18.3％増）となりました。 

⑤ 日用雑貨品 

 育児用品と同じく店舗の大型化によって、売上高は増加傾向にあります。この結果、当事業年度の売上高は111

億16百万円（前期比12.2％増）となりました。 

⑥ その他 

 猛暑効果による飲料の増加、前述した郊外型大型店舗の拡大展開、「株式会社シブヤ薬局」の合併に伴う介護部

門関連商品の売上増等が寄与した結果、当事業年度の売上高は83億91百万円（前期比39.5％増）となりました。  

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金および現金同等物は７億43百万円増加し、43億31百万円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 税引前当期純利益32億９百万円に減価償却費８億83百万円、仕入債務の増加額４億62百万円等を加え、法人税等

の支払額26億20百万円、たな卸資産の増加額９億79百万円等を差し引いた結果、21億90百万円の収入超過となりま

した。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー)  

 有形固定資産の取得による支出10億９百万円、建設協力金の支払いによる支出１億91百万円、長期前払費用の取

得による支出２億87百万円等、新規出店および既存店の改装等の設備投資結果として10億35百万円の支出超過とな

りました。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー)  

 配当金の支払額５億38百万円等により５億48百万円の支出超過となりました。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

商品仕入実績 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ その他の主な内容は、食品、医療用具、ＤＰＥ(写真の現像・焼付け)、ペット用品等であります。 

３ 当社の取扱商品は多品種にわたり、数量についての記載は困難なため記載を省略しております。 

(2）販売実績 

① 地域別売上高 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 本部の売上には、フランチャイズ店への商品供給(卸売上高)が含まれております。 

区分 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 構成比（％） 前期比（％） 

医薬品 11,002 25.1 128.4 

健康食品 2,773 6.3 108.6 

化粧品 13,519 30.9 121.4 

育児用品 1,188 2.7 123.4 

日用雑貨品 8,857 20.2 114.0 

その他 6,424 14.8 134.7 

合計 43,766 100.0 122.4 

地域 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 構成比（％） 前期比（％） 備考 

東京都 （148店舗） 34,485 59.5 108.0 ９店舗増 ３店舗減 

神奈川県 （41店舗） 9,561 16.5 111.3 ６店舗増  

静岡県 （24店舗） 5,584 9.6 143.0 ５店舗増  

埼玉県 （39店舗） 6,122 10.6 255.8   

千葉県 （３店舗） 729 1.3 99.1   

栃木県 （１店舗） 113 0.1 99.0   

山梨県  （３店舗） 502 0.9 235.5   

愛知県 （１店舗） 190 0.3 150.3   

本部（含む介護）   696 1.2 －   

合計 （260店舗） 57,985 100.0 120.8 20店舗増 ３店舗減 



② 品目別売上高 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ その他の主な内容は、食品、医療用具、ＤＰＥ(写真の現像・焼付け)、ペット用品等であります。 

３ 当社の取扱商品は多品種にわたり、数量についての記載は困難なため記載を省略しております。 

③ 単位当たり売上高 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 売上高、売場面積及び従業員数は、直営店における数値を記載しております。 

３ 従業員数には、営業部門の従業員及び臨時従業員(１人１日８時間換算)を含み、本社管理部門社員及び出向

社員は含んでおりません。 

④ 主要顧客別売上状況 

 該当事項はありません。 

区分 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 構成比（％） 前期比（％） 

医薬品 16,865 29.1 124.9 

健康食品 3,685 6.4 103.5 

化粧品 16,666 28.7 119.4 

育児用品 1,260 2.2 118.3 

雑貨類 11,116 19.2 112.2 

その他 8,391 14.4 139.5 

合計 57,985 100.0 120.8 

区分 
当事業年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

前期比（％） 

売上高  57,985  百万円 120.8 

１㎡当たり売上高 
売場面積（平均） 58,204.07  ㎡ 138.3 

１㎡当たり売上高 0 百万円 86.2 

１人当たり売上高 
従業員数（平均） 1,577   名 130.3 

１人当たり売上高 36 百万円 91.5 



３【対処すべき課題】 

 わが国は世界的に比して長寿国家であり、老後の健康管理や医療および介護制度を出来得る限り、国民の負担を

少なくして充実させることが喫緊の課題であります。高齢化社会の到来を見据え、国家財政の再建に伴う政府主導

による医療費抑制政策の施行等によって、国民の健康に対する関心は従前にも増して高くなってきております。国

民の死亡率上位が生活習慣病に起因する疾病（癌、心臓病、脳卒中）に占められている昨今、「メタボリック症候

群」という言葉は国民に高く認知されております。国民が「健康の予防管理」を始める最初のきっかけに、わが国

のドラッグストアはその社会的存在意義を高めつつあります。薬理や病理だけではなく、栄養学や予防医学、運動

科学をも採り入れ、未然に病気を防ぐ「地域の情報発信店舗」および、「疾病予防の啓蒙機関」として当社は他社

と差別化展開してまいります。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

① 政府による規制緩和政策の一貫として「一般医薬品販売の規制緩和」に関して平成20年施行、平成21年実施の予

定で決定しており、大半の一般医薬品が薬剤師不在のスーパーやコンビニエンスストアで販売可能となります。この

結果、一時的に当社の収益に影響を与える可能性があります。当社は引き続き調剤事業の拡大化等を通じて専門化を

図り、他社との差別化に繋げる所存であります。 

 

② 現在の一般医薬品販売の管理や調剤業務には、薬剤師を従事させることが法令によって定められておりますが、

現状では全国的に勤務に従事することが可能な薬剤師の絶対数が不足しております。平成18年度より大学薬学部が４

年制から６年制教育に移行し、平成22年より一時的に薬剤師が不足いたします。当社では調剤事業の更なる展開を図

り、専門性を強化することによって安定的な薬剤師の確保に努力いたします。 

  

③ 当社は一般消費者を対象とした小売業のため、毎期の安定的な新規出店が不可能なケースに成長が阻害される懸

念があります。現在の店舗展開地域は関東甲信越および、東海地方でありますが、漸次その出店地域を拡げる計画で

あります。また、同業他社のみならず他業種とのＭ＆Ａも積極的に実施してまいります。 

 

５【経営上の重要な契約等】 

１. 株式の取得及び合併（吸収合併） 

  平成18年10月１日付けで株式会社シブヤ薬局の全株式を取得し、平成19年２月１日に同社を吸収合併いたしまし

た。 

 詳細は、「第５ 経理の状況 財務諸表等 注記事項 企業結合等関係」をご参照下さい。 

  

２. 株式移転による経営統合について 

  平成19年11月15日開催の当社取締役会において、当社及びセガミメディクス株式会社は、「株式移転計画書」を

作成し、共同持株会社設立による経営統合を行うことを決議いたしました。 

   詳細は、「第５ 経理の状況 財務諸表等 注記事項 重要な後発事象」をご参照下さい。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

  文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

（1）重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債や収益・費用の報告金額及び開示に影響を与え

る見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて、過去の実績等を勘案して合理的に判断しており

ますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は見積りと異なる場合があります。 

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 重要な会計方針」に記載しております。 

（2）当事業年度の経営成績の分析 

当社の当事業年度の経営成績は、完全子会社の「株式会社シブヤ薬局」を吸収合併したことによって直営店が

28店舗増加するとともに、新規出店が20店舗となり、売上高は前期比20.8％増の579億85百万円となりました。

利益面では、前期と同水準の売上総利益率を維持し、販売費及び一般管理費の効率的な運用に努めたましたが、

調剤事業の伸展に伴う消費税等の納付額増加等により、営業利益および経常利益が前期比で、それぞれ6.2％お

よび5.0％減少いたしました。 

詳細につきましては、「１ 業績等の概要 （1）業績」に記載しております。 

（3）経営成績に重要な影響を与える要因についての分析 

当社の事業特性には、天候や気象条件および法的規制の変化等に左右される要素のほかに、消費者の景況感に

基づく個人の消費動向にも左右される要素があります。 

また、こうした事業特性とは別に、大学薬学部の６年制教育への移行等による薬剤師の逼迫感が、今後の出店

施策等に影響を及ぼす可能性があります。 

詳細につきましては、「４ 事業等のリスク」に記載しております。 

（4）経営戦略の現状と見通し 

当社は、これらの状況を踏まえ、西暦2011年９月期（第60期）には売上高1,000億円、経常利益70億円の達成

を目指した中長期経営計画を策定しております。 

従来はディスカウントムードに支配されがちであった消費者が、ドラッグストアに求めるべき本来の機能は単

なる低価格販売とは異なるものであるということを意識し始めており、地域社会の生活を支え続けるライフサポ

ートカンパニー（生活支援企業）であると共に、常に感動と感激を提供する「感動創造企業」として社会に貢献

するという当社の企業理念の実現を目指した着実な施策の積み重ねにより、計画の達成が可能になるものと認識

しております。 

（5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社の資金収支状況は、営業活動によって獲得した資金を投資活動ならびに財務活動に運用し、その余剰資金

を翌事業年度に繰り越すという、比較的好ましい資金循環過程にあるものと認識しております。 

当社は、店頭販売に伴う日々の現金流入と仕入債務等の支払による現金流出とのタイミングの調節等によって

回転差資金を生み出すとともに、一定の利益率の確保を目標とする営業活動の実施、資本効率を重視した投資の

選択、内部留保との均衡を保った配当方針の採用等により、実質的には有利子負債に依存しない資金の流動性確

保に努めております。 

この結果、予測不能な事態が生じない限り、自己資金の範囲内で安全かつ安定的な資金循環を維持できるもの

と認識しております。 

詳細につきましては、「１ 業績等の概要 （2）キャッシュ・フロー」に記載しております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社は、引き続く医薬分業の進展の流れに乗り、当事業年度においても新規出店及び全面改装による調剤薬局併設

型店舗の増強に努めました。また、新規出店の対象地域に東海・中部地区を加えて立地の拡大を図るとともに、郊外

型店舗のフォーマットづくりに積極的に取り組みました。 

 当事業年度は矢向店等20店舗の新規出店を行い、熊谷店等７店舗の全面改装を行うなど16億31百万円の設備投資を

実施いたしました。なお、設備投資額には有形固定資産のほか、差入保証金等を含んでおります。 

２【主要な設備の状況】 

 平成19年９月30日現在の当社における設備の状況は次のとおりであります。 

 （注）１ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額は含まれておりません。 

３ 従業員数には、臨時従業員804名(１人１日８時間換算)は含まれておりません。 

４ リース契約による主な賃借設備は、店舗用ＰＯＳシステム及びコンピューターシステムであり、リース期間

は主に５年、年間リース料191百万円、リース契約残高251百万円であります。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 

（名） 建物 構築物 
機械及び
装置 

車両運搬
具 

工具器具
備品 

土地 
（面積㎡） 

合計 

セイジョー薬局 

（東京都世田谷区） 

等、東京地区148店舗 

店舗 1,709 5 11 1 176 
5,693 

(4,278.01)
7,597 461 

京急川崎店 

（神奈川県川崎市川崎区） 

等、神奈川地区41店舗 

〃 484 3 1 － 73 
348 

(416.00)
912 111 

蕨店 

（埼玉県蕨市） 

等、埼玉地区39店舗 

〃 295 11 1 － 60 － 369 93 

東船橋店 

（千葉県船橋市） 

等、千葉地区３店舗 

〃 30 0 － － 5 － 36 6 

瀬名店 

（静岡県静岡市） 

等、静岡地区24店舗 

〃 494 22 0 － 163 
79 

(1,666.40)
760 68 

栃木烏山店 

（栃木県那須烏山市） 

栃木地区１店舗 

〃 1 － － － 0 － 1 1 

甲府池田店 

（山梨県甲府市） 

等、山梨地区３店舗 

〃 38 0 0 － 16 － 55 7 

中村剣町店 

（愛知県名古屋市中村区） 

愛知地区１店舗 

〃 13 － 0 － 3 － 17 3 

本部 

（東京都府中市他） 

事務所及び

倉庫 
693 6 － 6 79 

485 

(883.17)
1,270 220 

従業員寮 

（東京都世田谷区） 
社員寮 9 0 － － 0 

1 

(50.31)
10 － 

保養所 

（静岡県熱海市他） 
厚生施設 0 － － － － 

0 

(1.20)
0 － 

その他 

（東京都調布市他） 
賃貸店舗 143 － － － － 

40 

(235.42)
184 － 

合計   3,914 49 15 7 578 
6,650 

(7,530.51)
11,216 970 



３【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備の新設等 

平成19年９月30日現在の当社における設備計画の主なものは次のとおりであります。 

（注）金額には、消費税等は含まれておりません。 

 （2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 着手年月 完了予定年月 
完成後の増加
面積（㎡） 総額 

（百万円） 
既支払額 

（百万円） 

 有楽町店 

 (東京都千代田区)  

差入保証金及び器具

備品 
104 60 自己資金  平成19年９月 平成19年10月  904.86 

 清澄白河店 

 (東京都江東区)  
〃  53 27 〃 平成19年９月  平成19年10月  475.76 

 太子堂店 

 (東京都世田谷区)  
〃  83 0 〃 平成19年10月  平成19年11月  411.10 

 その他新設店舗 

 (17店舗)  

土地・建物・差入保

証金及び器具備品  
1,146 46 〃 平成19年10月  平成20年９月  未定 

 改装店舗 

 (40店舗)  
器具備品 250 0 〃 平成19年10月  平成20年９月  未定 

合計 1,638 134 － － － － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 18,200,000 

計 18,200,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 10,951,415 10,951,415 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 10,951,415 10,951,415 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 平成14年10月１日    ㈱ドラッグストアー・アイの吸収合併による資本準備金組入 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式204,452株は、「個人その他」に2,044単元、「単元未満株式の状況」に52株含めて記載しておりま

す。なお、期末日現在の実質的な所有株式数は204,452株であります。 

２ 上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ２単

元及び31株含まれております。 

(6）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年10月１日 

（注） 
－ 10,951,415 － 3,958 82 4,315 

  平成19年９月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 
金融商品取
引業者 

その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（名） － 35 21 47 78 1 4,566 4,748 － 

所有株式数

（単元） 
－ 26,066 840 10,961 19,882 1 51,465 109,215 29,915 

所有株式数の

割合（％） 
－ 23.86 0.77 10.04 18.21 0.00 47.12 100.00 － 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

齊藤 正人 東京都世田谷区 1,599,217 14.6 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 492,400 4.5 

第一三共ヘルスケア株式会社 東京都中央区日本橋小網町１－８ 475,772 4.3 

齊藤 昭子 東京都世田谷区 376,939 3.4 

万城目 ひとみ 東京都世田谷区 369,591 3.4 

山口 裕子 東京都世田谷区 369,591 3.4 

小津産業株式会社 東京都中央区日本橋本町３－６－２ 346,580 3.2 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 327,426 3.0 

明治安田生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社） 

東京都中央区晴海１－８－12 319,440 2.9 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内２－７－１ 301,040 2.7 

計 － 4,977,996 45.5 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（自己株式）」欄は、全て当社所有の株式であります。 

２ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が２株含まれておりま

す。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が２個含まれており

ます。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   204,400 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,717,100 107,171 － 

単元未満株式 普通株式   29,915 － 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 10,951,415 － － 

総株主の議決権 － 107,171 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社セイジョー 

東京都世田谷区

成城６－16－７ 
204,400 － 204,400 1.87 

計 － 204,400 － 204,400 1.87 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

   会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得  

   

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】    

   

区分 株式数 価額の総額（円） 

株主総会（平成－年－月－日）での決議状況 

（取得期間－年－月－日～－年－月－日） 
－  －  

当事業年度前における取得自己株式 －  －  

当事業年度における取得自己株式        217 576,480  

残存授権株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％）                －                 － 

当期間における取得自己株式                －          － 

提出日現在の未行使割合（％）                －          － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ －  － － 

その他（－） － － － － 

保有自己株式数 204,452 － 204,452 － 



３【配当政策】 

 当社は、株主への安定的かつ継続的な利益還元を最重要政策のひとつとして認識しており、内部留保との均衡を確

保しながら、配当性向を30％程度とすることを目標としております。 

    当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

    これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

これにより当事業年度の配当金は、１株につき普通配当金50円といたしました。 

この結果、当事業年度は配当性向30.8％、自己資本配当率2.5％となります。 

内部留保資金は、財務体質の維持・強化ならびに将来の事業展開に役立ててまいります。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年３月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めておりましたが、平成19年12月21日開催の第56期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、中間配当基準

日を毎年９月30日といたしました。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決済年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

     平成19年12月21日 

     定時株主総会決議 
537 50 

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

最高（円） 1,394 1,653 3,220 3,680 3,040 

最低（円） 993 1,120 1,330 2,335 1,930 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,900 2,740 2,580 2,675 2,650 2,610 

最低（円） 2,675 2,385 2,415 2,430 2,400 2,295 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（千株） 

代表取締役社長   塚本 厚志 昭和37年11月４日生

昭和60年４月 当社入社 

平成８年12月 当社取締役支店部長 

平成11年７月 当社取締役営業部長  

平成13年12月 当社常務取締役営業本部長 

平成14年12月 当社代表取締役社長 

平成18年５月 

  

当社代表取締役社長 

株式会社ＷＩＮドラッグ代表取締

役社長兼務（現任）  

（注）２  26 

取締役副社長 企画開発本部長 齊藤 正人 昭和32年１月18日生

昭和54年４月 当社入社 

昭和55年11月 当社監査役 

昭和57年11月 当社専務取締役 

平成９年12月 当社取締役副社長 

平成19年10月 当社取締役副社長企画開発本部長

（現任）  

（注）２  1,599 

専務取締役 営業統括本部長 橋爪  薫 昭和37年１月４日生

昭和60年４月 当社入社 

平成12年４月 当社営業部長 

平成12年12月 当社取締役営業部支店部長 

平成13年12月 当社取締役営業部長 

平成14年12月 当社専務取締役営業本部長 

平成16年６月 当社専務取締役商品本部長  

平成18年９月 当社専務取締役営業本部長  

平成19年10月 当社専務取締役営業統括本部長

（現任）  

（注）２  14 

専務取締役 
経営企画管理本

部長 
鈴木 芳孝 昭和25年２月12日生

昭和47年４月 株式会社三菱銀行入社（現、株式

会社三菱東京ＵＦＪ銀行） 

平成13年２月 当社出向 経理部長 

平成13年12月 当社入社 経理部長 

平成13年12月 当社常務取締役財務・経理・法務

担当 

平成15年12月 当社専務取締役管理本部長 

平成19年10月 当社専務取締役経営企画管理本部

長（現任）  

（注）２  11 

常務取締役 
ライフサポート

事業推進本部長 
永田 嘉弘 昭和36年３月17日生

昭和59年４月 当社入社 

平成12年４月 当社商品部長 

平成12年12月 当社取締役商品部長 

平成14年８月 当社取締役支店統括部長 

平成14年12月 当社常務取締役支店統括担当 

平成16年６月 当社常務取締役店舗企画担当  

平成17年８月 当社常務取締役業態・商品開発担

当  

平成18年９月 当社常務取締役業態開発担当  

平成18年10月 当社常務取締役業態開発担当 

株式会社シブヤ薬局代表取締役兼

務  

平成19年２年 当社常務取締役介護事業本部長  

平成19年10月 当社常務取締役ライフサポート事

業推進本部長（現任）  

（注）２  18 

取締役 ＭＤ推進本部長 和智 亮一 昭和41年１月17日生

平成２年９月 当社入社 

平成８年11月 当社営業部ブロック長 

平成13年10月 当社営業部指導部長 

平成14年８月 当社商品部長 

平成14年12月 当社取締役販促企画・仕入管理・

商品部長 

平成16年６月 

平成18年９月 

当社取締役営業本部長 

当社取締役人事教育本部長 

平成19年10月 当社取締役ＭＤ推進本部長 

（現任）  

（注）２  9 

監査役 常勤 岡  弘 昭和22年９月29日生

昭和49年11月 有限会社千葉薬品入社 

平成12年６月 当社入社 

平成15年12月 当社総務部長 

平成16年12月 当社常勤監査役（現任） 

（注）３  － 

監査役   小菅 泉 昭和15年５月11日生

昭和38年４月 株式会社三菱銀行入社（現、株式

会社三菱東京ＵＦＪ銀行） 

昭和63年10月 同銀行静岡支店長  

平成９年６月 菱友計算株式会社常務取締役 

平成15年12月 当社監査役（現任） 

（注）３  － 

 



 （注）１ 監査役小菅 泉及び犬塚 淳は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 平成19年12月21日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

    ３ 平成19年12月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

４ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。補

欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（千株） 

監査役   犬塚 淳 昭和26年８月６日生

昭和49年４月 三菱信託銀行株式会社入社（現、

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社） 

平成14年６月 同銀行執行役員システム企画部長 

平成17年10月 同銀行常務取締役 

平成19年12月 当社監査役 

三菱ＵＦＪトラストシステム株式

会社取締役社長 

エムアンドティー・インフォメー

ション・テクノロジー株式会社取

締役社長（現任） 

（注）３  － 

        計   1,702 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

 和田 伸之 昭和17年１月16日生

昭和35年４月 霞ヶ関信用組合入社 

平成１年６月 同社業務部長 

平成５年４月 株式会社三菱銀行（現、株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行）支店第一部

部長代理 

平成７年８月 萬興業株式会社（現、株式会社丸

の内よろず）入社 

平成17年１月 

平成17年12月 

株式会社丸の内よろず定年退職 

当社補欠監査役（現任） 

－ 

       



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は、「高い専門性と親切なサービス」を基本として、地域に密着した健康カウンセラーとして地域社会に暮ら

す人々の健康創造に貢献することにより、当社の企業価値が高まるものと認識しております。 

 そのために、経営の透明性の向上と、内部統制システム及びリスク管理体制の整備を図るべく、株主総会、取締役

会、監査役会及び会計監査人等、法定の機能制度を積極的に活用するとともに、高い倫理観を持つ人材の育成と開放

的な企業文化の醸成、迅速な情報伝達手段の整備等を進め、コーポレート・ガバナンスが確固たるものとなるよう努

めております。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

   ① 会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度採用会社であり、会社の機関としては会社法に規定する株主総会、取締役会及び監査役会を

設置しております。 

 取締役会は、会社経営上の意思決定機関であり、会社法に定める取締役の専決事項及び取締役会規程に定める

付議事項を審議・決議しております。取締役は６名で、毎月開催の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締

役会を開催しております。 

 監査役会は、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議を行い、必要に応じて勧告を行っておりま

す。監査役は、取締役の職務執行について監査し、当社における経営機能の健全性を支える役割を担っておりま

す。監査役は３名で、そのうち２名は社外監査役であります。 

 この他、業務の効率的な推進を図るため、代表取締役が主宰し、取締役全員と部門長及び必要関係者で構成す

る経営会議を設置しております。 

 経営会議は、毎月開催される常設機関であり、経営課題の検討や報告を行う場であると共に、業務遂行部門を

指導監督し、必要に応じて部門間の調整や部門レベルの意思決定を是正する役割を担っております。 

   ② 会社の機関の関係図 

   ③ 内部統制システムの整備の状況 

 当社は、内部統制を業務が適正かつ効果的に遂行されるために社内に構築され、運用されるプロセス及び機能

と認識しております。また、その目的はコンプライアンスの確保、財務報告の信頼性の確保及び業務の効率化で

あると認識しております。 

 会社の組織・業務分掌・職務権限等を定めた各種規程の整備と運用、ならびに社長を議長とするコンプライア

ンス委員会の指導のもとで内部監査を実施する事としております。 

 また、会社法362条５項に基づき、代表取締役により具体的に実行されるべき当社の内部統制システム構築にお

いて、代表取締役が遵守すべき基本方針を明らかにし、同システムの体制整備に必要とされる各条項に関する大

綱を定めるものとして、「内部統制システム構築の基本方針」を決定しております。 



   ④ 内部監査及び監査役監査の状況 

 社外監査役２名を含む監査役３名が取締役会に出席して経営を監視するとともに、経営会議にも出席し、必要

に応じて助言を行っております。 

 また、必要に応じて常勤監査役が各事業所の業務及び財産の状況を実地に調査するなど、取締役の職務執行に

ついて、適法性、妥当性の観点から監査を行っております。 

 さらに、監査役と会計監査人は、定例に開催される監査報告会において監査方法の確認及び監査結果の報告等

により連携を図っております。 

 なお、コンプライアンス委員会の指導のもと、業務監査部が各部門・各事業所の業務遂行状況について内部監

査を実施する事としております。 

  ⑤ 会計監査の状況 

 当社は、新日本監査法人と監査契約を締結しており、法律の規定に基づいた会計監査を実施しております。 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、高山 秀廣氏、中村 雅一氏であり、当社における継続監査年数

は、高山氏が２年、中村氏が４年であります。 

 また、当社の会計監査に係る補助者は、公認会計士５名、会計士補８名であります。 

  ⑥ 社外監査役との関係 

 当社と社外監査役との間には、特別な人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制としては、組織的対応力の強化と予防法務体制の確立を目的として、コンプライアンス

委員会を設置するとともに、外部の法律事務所と顧問契約を締結し、企業経営及び日常業務に関して、必要に応

じて助言を求める体制を整えております。 

 また、全ての部門及び事業所に共通する問題解決のために社内の組織横断的なプロジェクトチームを編成し、

適時に適切な対策を講じるとともに、その結果を店舗運営マニュアル等に反映しております。 

(3）役員報酬の内容 

 取締役の年間報酬額 169百万円 

 監査役の年間報酬額  ８百万円 

 （うち社外監査役の年間報酬額 ２百万円） 

(4）監査報酬の内容 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 15百万円 

  上記以外の業務に対する報酬             －百万円 



第５【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

（1）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）の

財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成18年10月１日か

ら平成19年９月30日まで）の財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けております。 

３ 連結財務諸表について 

 当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  3,620 4,355 

２ 売掛金  446 854 

３ 有価証券  999 499 

４ 商品  5,926 7,715 

５ 貯蔵品  9 12 

６ 前渡金  3 10 

７ 前払費用  329 419 

８ 繰延税金資産  220 266 

９ 未収入金  640 714 

10 その他  109 48 

流動資産合計  12,306 42.7 14,897 44.7

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１ 建物  5,707 7,063   

  減価償却累計額  ※1  2,361 3,346 3,149 3,914 

２ 構築物  64 89   

  減価償却累計額 ※2 25 39 39 49 

３ 機械及び装置  19 32   

  減価償却累計額  8 11 17 15 

４ 車両運搬具  19 21   

  減価償却累計額  10 9 13 7 

５ 工具器具備品 
 
  

961 1,367   

  減価償却累計額 ※3  509 452 789 578 

６ 土地  6,650 6,650 

７ 建設仮勘定  15 80 

有形固定資産合計  10,524 36.6 11,296 33.9

 



   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産    

１ のれん  82 496 

２ 借地権  506 506 

３ 商標権  0 － 

４ ソフトウエア  190 243 

５ 電話加入権  16 20 

６ 施設利用権   － 0 

無形固定資産合計  795 2.8 1,267 3.8

(3）投資その他の資産    

１ 投資有価証券  362 383 

２ 出資金  1 1 

３ 長期貸付金  485 634 

４ 長期前払費用  282 373 

５ 繰延税金資産  347 242 

６ 保証金  3,672 4,178 

７ 長期性預金  － 10 

８ その他  11 67 

貸倒引当金  △1 △11 

投資その他の資産合計  5,161 17.9 5,880 17.6

固定資産合計  16,481 57.3 18,445 55.3

資産合計  28,787 100.0 33,342 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形  ※4  1,322 1,635 

２ 買掛金  4,617 5,800 

３ 短期借入金  － 800 

４ 一年以内償還予定の社
債  

 － 20 

５ 未払金  350 380 

６ 未払費用  395 559 

７ 未払法人税等  552 796 

８ 未払事業所税  25 31 

９ 未払消費税等  － 188 

10 預り金  20 62 

11 前受収益  22 29 

12 賞与引当金  232 260 

13 役員賞与引当金  45 45 

14 補助券引当金  137 167 

15 その他  0 5 

流動負債合計  7,723 26.9 10,782 32.3

Ⅱ 固定負債    

  １ 社債  － 130 

２ 退職給付引当金  447 501 

３ 役員退職慰労引当金  328 351 

４ 預り保証金  182 224 

５ その他   － 35 

固定負債合計  958 3.3 1,242 3.8

負債合計  8,682 30.2 12,025 36.1

 



   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

１．資本金     3,958 13.8   3,958 11.9 

２．資本剰余金              

(1）資本準備金   4,315     4,315    

資本剰余金合計     4,315 15.0   4,315 12.9 

３．利益剰余金              

(1）利益準備金   227     227    

(2）その他利益剰余金              

別途積立金   9,830     9,830    

繰越利益剰余金   1,901     3,110    

利益剰余金合計     11,958 41.5   13,167 39.5 

４．自己株式     △245 △0.9   △246 △0.7 

株主資本合計     19,986 69.4   21,195 63.6 

Ⅱ 評価・換算差額等              

１．その他有価証券評価差
額金 

    119 0.4   121 0.3 

評価・換算差額等合計     119 0.4   121 0.3 

純資産合計     20,105 69.8   21,316 63.9 

負債純資産合計     28,787 100.0   33,342 100.0 

               



②【損益計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     48,019 100.0   57,985 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 商品期首たな卸高   4,833     5,926     

２ 当期商品仕入高   35,766     43,766     

合計   40,599     49,693     

３ 他勘定振替高 ※1  387     470     

４ 商品期末たな卸高   5,926 34,285 71.4 7,715 41,507 71.6 

売上総利益     13,734 28.6   16,478 28.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 広告宣伝費   307     321     

２ 貸倒引当金繰入額   －     8     

３ 補助券引当金繰入額   19     29     

４ 販売促進費   527     608     

５ 役員報酬   167     174     

６ 給与手当   4,162     5,305     

７ 賞与引当金繰入額   232     260     

８ 役員賞与引当金繰入額   45     45     

９ 退職給付費用   52     39     

10 役員退職慰労引当金繰
入額 

  18     22     

11 法定福利厚生費   477     558     

12 事業所税   25     31     

13 減価償却費   681     883     

14 賃借料   2,980     3,624     

15 その他   1,066 10,764 22.4 1,777 13,693 23.6 

営業利益     2,969 6.2   2,784 4.8 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   9     14     

２ 有価証券利息   0     2     

３ 受取配当金   4     4     

４ 受取家賃   284     292     

５ 広告宣伝用資産受贈益   48     46     

６ 雑収入   78 425 0.9 102 464 0.8 

Ⅴ 営業外費用               

  １ 支払利息   －     4     

 ２ 社債利息   －     2     

  ３ 社債発行費償却   －     3     

４ 現金過不足   6     8     

５ 盗難損失   15     7     

６ 雑損失   3 25 0.1 22 48 0.1 

経常利益     3,369 7.0   3,200 5.5 

 



    
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益               

１ 保険金返還額   －     0     

２ 店舗移転立退料   － － － 70 70 0.1 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※2 69     9     

２ 減損損失 ※3 412     24     

３ 貸倒引当金繰入   0     －     

４ 会員権評価損   －     4     

５ 店舗解約違約金   20     22     

６ 社屋移転費用   39 543 1.1 － 61 0.2 

税引前当期純利益     2,826 5.9   3,209 5.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  1,262     1,404     

法人税等調整額   △29 1,233 2.6 57 1,462 2.4 

当期純利益     1,593 3.3   1,746 3.0 

                



③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成17年12月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成17年９月30日 残高 

（百万円） 
3,958 4,315 4,315 227 8,630 2,091 10,948 △243 18,979 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当    （注）           △537 △537   △537 

役員賞与の支払   （注）           △46 △46   △46 

別途積立金の積立  （注）         1,200 △1,200 －   － 

当期純利益           1,593 1,593   1,593 

自己株式の取得               △2 △2 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
                  

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － 1,200 △190 1,009 △2 1,007 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,958 4,315 4,315 227 9,830 1,901 11,958 △245 19,986 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年９月30日 残高 

（百万円） 
91 91 19,070 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当    （注）     △537 

役員賞与の支払   （注）     △46 

別途積立金の積立  （注）     － 

当期純利益     1,593 

自己株式の取得     △2 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
27 27 27 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
27 27 1,035 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
119 119 20,105 



当事業年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,958 4,315 4,315 227 9,830 1,901 11,958 △245 19,986 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当              △537 △537   △537 

当期純利益           1,746 1,746   1,746 

自己株式の取得               △0 △0 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
                  

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － － 1,209 1,209 △0 1,209 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
3,958 4,315 4,315 227 9,830 3,110 13,167 △246 21,195 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
119 119 20,105 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当         △537 

当期純利益     1,746 

自己株式の取得     △0 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
2 2 2 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
2 2 1,211 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
121 121 21,316 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税引前当期純利益   2,826 3,209 

減価償却費   681 883 

賃借料   1 0 

受取家賃   △284 △292 

広告宣伝用資産受贈益   △48 △46 

貸倒引当金の増加額   0 6 

賞与引当金の増加(△減少)額   △16 11 

役員賞与引当金の増加額   45 45 

補助券引当金の増加額   19 29 

退職給付引当金の増加額   26 5 

役員退職慰労引当金の増加額   17 22 

受取利息及び受取配当金   △14 △22 

店舗移転立退料    － △70 

固定資産除却損   67 9 

無形固定資産除却損   2 － 

会員権評価損   － 4 

店舗解約違約金   20 12 

減損損失   412 24 

社屋移転費用   39 － 

売上債権の増加額   △178 △266 

たな卸資産の増加額   △1,091 △979 

仕入債務の増加額   331 462 

未払消費税等の増加(△減少)額   △92 194 

その他の資産の増加額   △237 △300 

その他の負債の増加額   56 1,531 

役員賞与の支払額   △46 △45 

小計   2,541 4,430 

利息及び配当金の受取額   14 21 

家賃の受取額   284 289 

店舗移転立退料の受取額   － 70 

店舗解約違約金の支払額   △5 － 

法人税等の支払額   △1,742 △2,620 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,092 2,190 

 



    
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

定期預金の預入による支出   △523 △3,533 

定期預金の払戻による収入   1,423 3,533 

有価証券の取得による支出   △499 △983 

有価証券の償還による収入   999 1,498 

短期貸付金の貸付による支出   △50 △300 

短期貸付金の回収による収入   － 350 

有形固定資産の取得による支出   △1,747 △1,009 

有形固定資産の売却による収入   113 － 

無形固定資産の取得による支出   △170 △215 

投資有価証券の取得による支出   － △13 

子会社株式の取得による支出   － △140 

出資金の取得による支出   － △1 

出資金の売却による収入   0 － 

長期前払費用の取得による支出   △59 △287 

保証金の差入による支出   △473 △143 

保証金の返還による収入   184 351 

長期貸付金（建設協力金）の貸付
けによる支出 

  △123 △191 

長期貸付金（建設協力金）の回収
による収入 

  46 56 

その他の投資の減少（△増加）額   0 △5 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △879 △1,035 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

   社債の償還による支出   － △10 

自己株式の取得による支出   △2 △0 

配当金の支払額   △537 △538 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △539 △548 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加(△減少)
額  

  △326 606 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   3,913 3,587 

Ⅶ 合併による現金及び現金同等物の増
加額   

  － 137 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１  3,587 4,331 

        



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 １ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法 

  （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(1）その他有価証券 

時価のあるもの 

          同左 

  

  

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）商品 

売価還元法による原価法 

 ただし、調剤薬品については、総平均法による原

価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）商品 

同左 

(2）貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2）貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法によってお

ります。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。 

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

            同左 

    

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。 

 ただし、自社利用のソフトウエアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。 

 ただし、のれんについてはのれんの影響が及ぶ期

間を考慮し、取得より５年間または10年間の均等償

却処理を行っております。また、自社利用のソフト

ウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。       

  

  

(3）長期前払費用 

 定額法によっております。 

 なお、償却期間については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

４          ――――――― 

  

  

４ 繰延資産の処理方法 

 (1) 社債発行費 

   全額費用処理しております。 

  

 



前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

５ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上する方法によっております。 

５ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支払に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務の見込額に基づき、当期末において発

生していると認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異については、各期の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（３年）による按分額をそれぞれ発生年度より費用

処理しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退任による退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支払に備えるため、

支給見込額に基づき計上しております。 

(5）役員賞与引当金 

          同左 

(6）補助券引当金 

 商品の販売に伴い顧客に付与したポイント及びポ

イントにより交付したお買物補助券の利用に備える

ため、当期末において将来利用すると見込まれる額

に原価率を乗じた金額を計上しております。 

(6）補助券引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理方法によ

っております。 

６ リース取引の処理方法 

同左 

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に

償還期限の到来する短期投資であります。 

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日） 

当事業年度 

（自 平成18年10月１日 

至 平成19年９月30日） 

 （役員賞与に関する会計基準） 

 従来、役員賞与は株主総会の利益処分案決議により未処

分利益の減少として会計処理しておりましたが、当事業年

度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）に基づき、発生時に費用処理する

こととしております。 

 この結果、従来の方法と比較して、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は、それぞれ45百万円減少しており

ます。 

   

 ――――――― 

  

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これにより、412百万円を減損損失として特別損失に計上

いたしました。 

 なお、減損損失累計額は、改正後の財務諸表等規則に基

づき、有形固定資産（土地を除く）については減価償却累

計額に含めて間接控除し、土地及び無形固定資産について

は直接控除しております。 

  

 ――――――― 

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関  

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は20,105百万円で

あります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

  

 ――――――― 

  

 ――――――― 

  

 （固定資産の減価償却方法の変更） 

  当事業年度より平成19年度の法人税法の改正に伴い、平

成19年４月１日以降取得の有形固定資産については、改正

後の法人税法に規定する減価償却方法により、減価償却費

を計上しております。 

 なお、この変更に伴う当事業年度の損益に与える影響は

軽微であります。  

  

 ―――――――  

  

（企業結合に係る会計基準） 

 当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日企業

会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平

成17年12月27日 企業会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

 （貸借対照表） 

  前事業年度において、「営業権」として掲記されていた

ものは、当事業年度から「のれん」と表示しております。

 ――――――― 

   



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年９月30日） 

当事業年度 
（平成19年９月30日） 

※１ 建物減価償却累計額に

含まれる建物減損損失

累計額 

  69百万円

※２ 構築物減価償却累計額

に含まれる構築物減損

損失累計額 

    0百万円

※３ 工具器具備品減価償却

累計額に含まれる工具

器具備品減損損失累計

額 

    10百万円

※１ 建物減価償却累計額に

含まれる建物減損損失

累計額 

  53 百万円

※２ 構築物減価償却累計額

に含まれる構築物減損

損失累計額 

     0百万円

※３ 工具器具備品減価償却

累計額に含まれる工具

器具備品減損損失累計

額 

      10百万円

※４ 期末日満期手形処理 

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決

済が行われたものとして処理しております。なお、当

期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満

期手形を満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。 

                支 払 手 形     404百万円 

※４ 期末日満期手形処理 

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決

済が行われたものとして処理しております。なお、当

期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満

期手形を満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。 

                支 払 手 形       488百万円

           



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費    371百万円

営業外費用  15百万円

計 387 

販売費及び一般管理費       462百万円

営業外費用    7百万円

計   470 

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物     59百万円

構築物  0 

工具器具備品 6 

ソフトウエア 2 

計 69 

建物       8百万円

構築物  0 

工具器具備品  1 

ソフトウエア  0 

計 9 

※３．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

※３．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 減損額(百万円)

東京都 

12件 

店舗及び遊

休資産 

土地、建

物、その他 
372

埼玉県 

3件 
店舗 

建物、その

他 
22

その他 

3件 
店舗 

建物、その

他 
17

場所 用途 種類 減損額(百万円)

埼玉県 

4件 
店舗 

建物、その

他 
24

 当社は、キャッシュフローを生み出す最小単位と

して店舗を基本単位とし、遊休資産については物件

単位ごとにグルーピングしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであ

る資産グループ及び土地等の時価の下落が著しい資

産グループについては、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額 412百万円を減損損失として

特別損失に計上いたしました。 

 当社は、キャッシュフローを生み出す最小単位と

して店舗を基本単位とし、遊休資産については物件

単位ごとにグルーピングしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであ

る資産グループ及び土地等の時価の下落が著しい資

産グループについては、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額 24 百万円を減損損失として

特別損失に計上いたしました。 

その内訳は次のとおりであります。 

 なお、資産グループごとの回収可能価額は正味売

却価額と使用価額のうち、いずれか高い方の金額で

測定しております。重要性の高い資産グループの不

動産についての正味売却価額は、売却約定価額もし

くは路線価に基づく評価額及び固定資産税評価額を

基準とし、使用価値は将来キャッシュフローを7.4％

で割り引いて算出しております。 

建物    86百万円

土地  254百万円

その他  70百万円

計 412 

その内訳は次のとおりであります。 

 

 なお、資産グループごとの回収可能価額は正味売

却価額と使用価額のうち、いずれか高い方の金額で

測定しております。重要性の高い資産グループの不

動産についての正味売却価額は、売却約定価額もし

くは路線価に基づく評価額及び固定資産税評価額を

基準とし、使用価値は将来キャッシュフローを

7.4 ％で割り引いて算出しております。 

建物     21百万円

その他    2百万円

計  24 



（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する情報 

 （注）自己株式（普通株式）の増加額は、株主からの単元未満株式買取請求に基づく取得分であります。 

  

  

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

  

 ３．配当に関する事項 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 10,951,415 － － 10,951,415 

合計 10,951,415 － － 10,951,415 

自己株式        

普通株式 （注） 203,496 739 － 204,235 

合計 203,496 739 － 204,235 

 (1) 配当金の支払  

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年12月26日 

定時株主総会 
普通株式 537 50 平成17年９月30日 平成17年12月26日 

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  次のとおり、決議を予定しております。 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月25日 

定時株主総会 
普通株式 537  利益剰余金 50 平成18年９月30日 平成18年12月26日



当事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日）  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する情報 

 （注）自己株式（普通株式）の増加額は、株主からの単元未満株式買取請求に基づく取得分であります。 

  

  

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

  

 ３．配当に関する事項 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 10,951,415 － － 10,951,415 

合計 10,951,415 － － 10,951,415 

自己株式        

普通株式 （注） 204,235 217 － 204,452 

合計 204,235 217 － 204,452 

 (1) 配当金の支払  

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月25日 

定時株主総会 
普通株式 537 50 平成18年９月30日 平成18年12月26日 

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  次のとおり、決議を予定しております。 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年12月21日 

定時株主総会 
普通株式 537  利益剰余金 50 平成19年９月30日 平成19年12月25日



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） 

現金及び預金勘定      3,620百万円

預入期間が３か月を超える定期

預金 
△533 

コマーシャルペーパー 

（有価証券勘定） 
500 

現金及び現金同等物 3,587 

現金及び預金勘定        4,355百万円

預入期間が３か月を超える定期

預金 
△523 

コマーシャルペーパー 

（有価証券勘定） 
499 

現金及び現金同等物 4,331 

  ２．        ―――――――  ２．重要な非資金取引の内容 

   平成19年２月１日付で合併した株式会社シブヤ薬局 

  より引継いだ資産及び負債の主な内訳は次のとおりで 

  あります。また、合併により増加したのれんは380百 

  万円であります。 

 

    

流動資産     1,154百万円  

固定資産       859百万円  

繰延資産        3百万円  

資産合計       2,018百万円  

流動負債       1,204百万円  

固定負債      1,054百万円  

負債合計      2,258百万円  

      



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

工具器具備品 501 306 194

ソフトウエア 441 246 194

合計 942 553 389

取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

工具器具備品 492 389 103

車輌運搬具 19 6 13

ソフトウエア 467 331 135

合計 979 727 251

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占めるその割

合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

           同左 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内    184百万円

１年超 205 

合計 389 

１年以内       193百万円

１年超 58 

合計 251 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占めるその割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

           同左 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料     181百万円

減価償却費相当額 181 

支払リース料        191百万円

減価償却費相当額 191 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

  （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

      ４ その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額 

区分 取得原価（百万円） 
貸借対照表日における貸借対

照表計上額（百万円） 
差額（百万円） 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

① 株式 144 347 202 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

小計 144 347 202 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
      

① 株式 12 11 △1 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

小計 12 11 △1 

合計 157 358 201 

内容 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 3 

コマーシャルペーパー 999 

         区分 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

コマーシャルペーパー 999 － － － 

合計 999 － － － 



当事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

      ４ その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額 

区分 取得原価（百万円） 
貸借対照表日における貸借対

照表計上額（百万円） 
差額（百万円） 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

① 株式 140 347 206 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

小計 140 347 206 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
      

① 株式 18 17 △1 

② 債券       

③ その他 15 14 △0 

小計 33 31 △1 

合計 173 379 205 

内容 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 4 

コマーシャルペーパー 499 

         区分 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

コマーシャルペーパー 499 － － － 

合計 499 － － － 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、退職金規程に基

づく退職一時金支給制度を採用しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務      431百万円

② 未認識数理計算上の差異 16 

③ 退職給付引当金 447 

① 退職給付債務 498百万円

② 未認識数理計算上の差異 3 

③ 退職給付引当金 501 

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用    59百万円

② 利息費用 8 

③ 数理計算上の差異の費用処理額 △15 

④ 退職給付費用 52 

① 勤務費用     44百万円

② 利息費用 9 

③ 数理計算上の差異の費用処理額 △13 

④ 退職給付費用 39 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

② 割引率 2.1％

③ 数理計算上の差異の処理年数 ３年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により、発生年度から費用処理

しております。） 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

② 割引率  2.1％

③ 数理計算上の差異の処理年数  ３年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により、発生年度から費用処理

しております。） 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年９月30日） 

当事業年度 
（平成19年９月30日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（流動）  

未払事業税否認額   48百万円

未払事業所税否認額 10 

賞与引当金損金算入限度超過額 94 

補助券引当金損金算入限度超過額 

 その他 

56 

      11 

計 220 

繰延税金資産（固定）  

退職給与引当金損金算入限度超過

額 
    182百万円

役員退職慰労引当金損金算入限度

超過額 
133 

有価証券評価損否認額 20 

会員権評価損否認額 21 

貸倒引当金繰入否認額 0 

その他 70 

繰延税金負債（固定）との相殺 △81 

計 347 

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金    △81百万円

繰延税金資産（固定）との相殺 81 

計 － 

    

繰延税金資産の純額      568百万円

繰延税金資産（流動）  

未払事業税否認額  67百万円

未払事業所税否認額 12 

賞与引当金損金算入限度超過額 105 

補助券引当金損金算入限度超過額 

 その他 

68 

   11 

計 266 

繰延税金資産（固定）  

退職給与引当金損金算入限度超過

額 
 203百万円

役員退職慰労引当金損金算入限度

超過額 
142 

有価証券評価損否認額 20 

会員権評価損否認額 23 

貸倒引当金繰入否認額 4 

その他 75 

繰延税金負債（固定）との相殺 △228 

計 242 

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金   △83百万円

合併による資産の否認額     △144 

繰延税金資産（固定）との相殺 228 

計 － 

繰延税金資産の純額      509百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.0 

住民税均等割等 1.9 

その他 0.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5 

法定実効税率  40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.0 

住民税均等割等 2.2 

合併による資産の否認額  4.5 

その他 △2.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.5 



（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社は、関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

 当社は、関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

（企業結合等関係） 

        前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

        該当事項はありません。 

  

       当事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

        １．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日並びに法的形式を含む企業 

           結合の概要 

          (1)結合当事企業の名称及び事業の内容 

          ①結合企業 

           株式会社セイジョー（ドラッグストア及び調剤薬局の経営） 

          ②被結合企業 

           株式会社シブヤ薬局（ドラッグストア及び調剤薬局の経営、介護福祉施設の経営）  

         (2)企業結合を行った主な理由 

          当社は、埼玉県を中心に店舗展開する株式会社シブヤ薬局を平成18年10月１日に完全子会社にいたしまし 

           たが、さらに経営の効率化及び迅速化を図るために合併することにいたしました。 

        (3)企業結合日 

          平成19年２月１日  

          (4)企業結合の法的形式を含む企業結合の概要 

          当社を存続会社、株式会社シブヤ薬局を消滅会社とする吸収合併であり、結合後企業の名称は株式会社セ 

           イジョーであります。なお、合併に伴う新株式の発行及び資本金の増加はありません。  

         ２．実施した会計処理の概要  

           当社は、当事業年度より「企業結合に係る会計基準」を適用しており、株式会社シブヤ薬局の資産、負債 

           は合併期日の前日に付された適正な帳簿価格により計上しております。また、のれんとして380百万円計上 

           しており、10年で均等償却しております。 

  



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１株当たり純資産額      1,870円80銭 1,983円52銭 

１株当たり当期純利益      148円22銭         162円53銭 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当期純利益（百万円） 1,593 1,746 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,593 1,746 

普通株式の期中平均株式数（百万株） 10 10 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１．株式の取得（子会社化）及び合併の予定（吸収合併）

 当社は、中長期経営計画達成の為、平成18年10月１日

付けで株式会社シブヤ薬局（以下は「同社」と呼ぶ）の

全株式を140百万円で取得し、完全子会社といたしまし

た。 

 なお、平成18年11月10日に開催された取締役会におい

て、当社が存続会社となって、同社を吸収合併すること

が決議され、平成18年12月７日、合併契約を締結いたし

ました。 

 同社は、埼玉県下が主力の出店エリアであり、店舗の

立地において当社とは補完関係にあり、ドラッグストア

及び調剤薬局における販売面の相乗効果を発揮します。

 また、同社は、介護事業及び介護関連事業も手掛けて

おり、ライフサポートカンパニーを指向する当社の新た

な事業の柱として育成し、地域医療への貢献によって、

更なる企業価値の向上を目指します。   

 ――――――― 

  

  

(1）株式会社シブヤ薬局の概要 

①事業の内容 

ドラッグストア及び調剤薬局の経営、介護福祉施設

の経営他 

②直近の財務状況 

 貸借対照表の要旨（平成18年７月31日現在） 

 損益計算書の要旨 

 （自 平成17年８月1日 至 平成18年７月31日） 

③従業員・事業所等 

   従業員数          633人 

      主な事業所数 

    店舗             32ヶ所 

        介護福祉施設      7 

        居宅支援事業所   14 

  （単位：百万円）

科目 金額 

資産 2,426 

負債 2,428 

純資産 △2 

  （単位:百万円）

科目 金額 

売上高 8,047 

経常損失 △293 

当期純損失 △294 

  

  

  

  

  

  

  

  

 



前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

(2）合併の概要 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社シ

ブヤ薬局は解散します。 

  

  

①増加資本の額及び新株式の発行割合 

当社は、株式会社シブヤ薬局の全株式を所有してい

るため、合併による新株の発行及び資本金の増加は

行わないものとします。 

  

  

  ②合併期日（予定） 

合併期日は、平成19年２月１日を予定しています。

ただし、手続き進行上の必要性その他の事由がある

ときは、両社協議のうえで日程を変更することがあ

ります。  

  

  

  

  

２．資本・業務提携の基本合意契約の締結 

   平成18年11月20日に開催された取締役会において、セ

 ガミメディクス株式会社（以下は「同社」と呼ぶ）との

 資本・業務提携に関する基本合意契約の締結が決議さ 

 れ、同日、締結いたしました。  

  

 (1) 契約締結の目的 

  利便性を重視した大型ドラッグストアが乱立する中、

 当社は、専門性を重視し、処方箋調剤・接客販売を強化

 しながら、今後の環境変化・生活者ニーズへの素早い対

 応を図るため、理念並びに価値観を共有しうるパートナ

 ー企業を模索してまいりました。その結果、同社が最適

 なパートナーであるとの認識・判断に至り、資本・業務

 提携を行うことといたしました。 

  

 (2) 契約の内容 

   ① 資本提携の内容 

      資本提携は、今後３ヶ月を目処に各々の発行済株 

     式総数の4.5%を相互に保有いたしますが、具体的な 

     株式の取得時期及び方法につきましては、今後、両 

     社協議のうえで決定いたします。 

    ② 業務提携の内容 

      業務提携は、セルフメディケーション時代に社会 

     貢献しうる企業としての事業規模・体質強化を果た 

     すことを第一歩と考えており、商品・店舗運営・人 

     材教育・店舗開発・情報システムなどの分野におい 

     て、シナジー効果を迅速に実現させ、近い将来には 

     双方のノウハウを持ち寄り、ドラッグストアの新事 

     業ドメインの確立を図るものであります。 

 

  (3) 契約締結が営業活動等へ及ぼす影響 

  当社並びに同社の社長を共同委員長とする提携推進委

 員会を設置し、同委員会において業務提携の具体策の策

 定など、提携によるシナジー効果を迅速に実現してまい

 りますが、今後の業績に与える具体的な影響は未定であ

 ります。  

――――――― 

  

 



前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

――――――― ３．株式移転による経営統合について   

 当社とセガミメディクス株式会社の両社は、平成19年

11月15日開催のそれぞれの取締役会において「株式移転

計画書」を作成し、共同持株会社設立による経営統合を

行うことを決議いたしました。 

  

   (1)株式移転による経営統合の目的 

 この経営統合は、シナジー効果やスケールメリットを

活かしていくことでさらなる成長を図るとともに、国民

のトータルな健康促進に貢献することによりＣＳＲ（企

業の社会的責任）を果たし、「日本を代表するドラッグ

ストアチェーン」の地位確立を目指すものであります。

 今後急速に移行するセルフメディケーション（自身の

健康は自らが守る）時代に社会貢献しうる企業として、

事業規模・質ともに極大化することを目的に、平成19年

９月末現在両社で601店ある店舗網を活かし、経営統合

を通じ、業容の拡大・経営の効率化・コスト競争力の強

化を図ってまいります。  

  

    (2)株式移転の概要 

 ①株式移転の時期 

  平成20年４月１日（予定） 

 ②株式移転比率 

  当社の普通株式１株に対して共同持株会社の普通株

 1.1株を、セガミメディクス株式会社の普通株式１株 

 に対して共同持株会社の普通株式１株をそれぞれ割当

 て交付いたします。 

  なお、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸 

 条件に重大な変更が生じた場合は、両社協議の上、変

 更することがあります。 

   

    (3)株式移転交付金 

  株式移転交付金の支払は行いません。 

 



前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

    (4)共同持株会社の上場申請 

  新たに設立する共同持株会社の株式について、東京 

 証券取引所に新規上場申請を行う予定です。上場日 

 は、東京証券取引所の規則等に基づいて決定されます 

 が、共同持株会社設立登記日である平成20年４月１日 

 を予定しております。なお、株式移転に伴い、当社株 

 式は平成20年３月26日付で東京証券取引所への上場が 

 廃止となる予定です。 

  

    (5)セガミメディクス株式会社の概要 

  

  

  (注）平成19年９月末現在 

  

 事 業 内 容   ドラッグストアチェーン 

 設 立 年 月  昭和12年２月26日  

 本 店 所在地   大阪市中央区  

  代表者の役職・氏名   代表取締役社長 瀬上 修 

 資 本 金（注）   1,587 百万円  

 発行済株式数（注）    8,100 千株  

 純 資 産（注）   23,337 百万円  

 総 資 産（注）   40,318  百万円  

 決 算 期（注）    ３月31日  

 従 業 員 数（注）    1,387  名  



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

     【その他】   

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 

（投資有価証券）     

（その他有価証券）     

アステラス製薬㈱ 30,000 165 

小津産業㈱ 45,080 75 

㈱スズケン 13,068 50 

麒麟麦酒㈱ 10,000 15 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ 
14.0 14 

大正製薬㈱ 6,200 14 

㈱エコス 11,000 8 

㈱みずほフィナンシャルグループ 10.7 7 

日本電信電話㈱ 10.2 5 

Ｔ＆Ｄホールディングス㈱ 500 3 

その他（７銘柄） 2,838.2 8 

計 118,721.1 368 

 銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

（有価証券）     

  （その他有価証券）     

ダイヤモンドリース㈱コマーシャルペ

ーパー 
499 499 

計 499 499 

 種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

（投資有価証券）     

  （その他有価証券）     

    日本バランス（投資信託） 5,111,066 4 

    スリーウェイオープン（投資信託）  5,000,000 4 

 日本電気（外貨証券） 5,000,000 5 

計 15,111,066 14 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち株式会社シブヤ薬局との合併による増加額は、次のとおりであります。 

  建物     700百万円     構築物      6百万円 

  機械及び装置  5百万円     工具器具備品  187百万円 

  のれん    380百万円 

       ２．当期増加額のうち（注）１．を除いて主なものは、次のとおりであります。  

   建物       掛川南店  47百万円    矢野口店     41百万円 

          元住吉店  42百万円    あざみ野店   38百万円 

   工具器具備品  伊豆下田店 18百万円       ヴィスポ横須賀店 13百万円 

          掛川南店   17百万円     あざみ野店       9百万円 

    ３．有形固定資産（土地を除く）の「当期償却額」欄の（ ）内は、減損損失額を間接控除によって内数で掲記

しております。 

     ４．「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物 ※1※2 5,707 1,452 96 7,063 3,149 
477 

(21) 
3,914 

構築物 ※1 64 25 0 89 39 
10 

(0) 
49 

機械及び装置 ※1 19 12 － 32 17 4 15 

車両運搬具 19 1 － 21 13 3 7 

工具器具備品 ※1※2 961 463 56 1,367 789 
219 

(2) 
578 

土地  6,650 － － 6,650 － － 6,650 

建設仮勘定 15 1,303 1,237 80 － － 80 

有形固定資産計 13,438 3,259 1,391 15,305 4,009 
714 

(24) 
11,296 

無形固定資産               

のれん ※1 160 483 － 644 147 69 496 

借地権 506 － － 506 － － 506 

商標権 2 － － 2 2 0 － 

ソフトウエア 267 115 10 372 129 62 243 

電話加入権 16 4 － 20 － － 20 

施設利用権 － 0 － 0 － － 0 

無形固定資産計 953 603 10 1,546 279 131 1,267 

  長期前払費用 753 316 164 904 531 61 373 



【社債明細表】 

 （注）１．当事業年度において、全額「株式会社シブヤ薬局」の合併に伴い承継したものであり、前期末残高はあり 

     ません。 

     ２．当期末残高の（ ）内は、１年内に償還が予定されるものの金額を内数で掲記しております。 

  

    ３．貸借対照表日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

【借入金等明細表】 

 （注） 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、債権取立額相当額の戻入によるものであります。 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

株式会社シブヤ薬局 

第１回 無担保社債 
 平成16年11月2日  － 

50 

(20)
0.7 －  平成21年11月25日

 株式会社シブヤ薬局 

第２回 無担保社債 
 平成18年３月15日 － 100 2.1 －  平成21年３月13日

合計 － － 
150 

(20)
－ － － 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

20 120 10 － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － 800 1.1 － 

合計 － 800 1.1  － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 1 9 － 0 11 

賞与引当金 232 260 232 － 260 

役員賞与引当金 45 45 45 － 45 

補助券引当金 137 167 137 － 167 

役員退職慰労引当金 328 22 － － 351 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の金額には消費税等を含んでおります。 

区分 金額（百万円） 

現金 681 

預金   

当座預金 0 

普通預金 2,633 

定期預金 1,023 

別段預金 3 

郵便貯金 14 

小計 3,674 

合計 4,355 

相手先 金額（百万円） 

国民健康保険団体連合 390 

社会保険診療報酬基金 237 

㈱ディーシーカード 140 

㈱ジェーシービー 27 

ＥＣ店舗（通販） 13 

その他 47 

合計 854 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

446 6,710 6,302 854 88.1 35.4 



③ 商品 

④ 貯蔵品 

⑤ 長期性預金 

      ⑥ 保証金 

区分 金額（百万円） 

医薬品 2,030 

健康食品 478 

化粧品 3,342 

育児用品 108 

雑貨類 701 

その他 1,054 

合計 7,715 

区分 金額（百万円） 

レジパック（お買い上げ商品包装ポリ袋） 3 

調剤用消耗品 3 

ユニフォーム（白衣） 2 

その他 2 

合計 12 

  金額（百万円） 

定期預金 10 

合計 10 

区分 金額（百万円） 

賃借物件保証金 4,178 

合計 4,178 



⑥ 支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

⑦ 買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

丹平中田㈱ 1,006 

㈱茂木薬品商会 536 

ゼリア新薬工業㈱ 92 

合計 1,635 

期日別 金額（百万円） 

平成19年10月 768 

平成19年11月 659 

平成19年12月 207 

合計 1,635 

相手先 金額（百万円） 

㈱コバショウ 762 

小津産業㈱ 676 

ピップトウキョウ㈱ 630 

丹平中田㈱ 448 

㈱茂木薬品 331 

中央物産㈱ 286 

その他 2,663 

合計 5,800 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注１） 株式移転計画に関わる変更として、平成19年12月21日開催の第56期定時株主総会において、定款の一部変更 

     を決議し、決算期が次のとおりとなりました。 

      (1)事業年度       ４月１日から３月31日 

      (2)定時株主総会     ６月中 

      (3)基準日        ３月31日（注） 

      (4)剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

     なお、第57期事業年度については、平成19年10月１日から平成20年３月31日までの６ヶ月となります。   

  （注） 株式移転の効力発生後は、当社の株主は株式移転完全親会社ココカラファイン ホールディングスの１社と

     なりますことから、定款の一部変更を決議し、定時株主総会の基準日の規定を削除いたしました。 

  

 （注２） 平成19年12月21日開催の第56期定時株主総会により定款を変更し、当会社の公告方法は、電子公告によるこ 

     ととなりました。ただし、事故その他のやむを得ない事由により、電子公告による公告ができない場合は、日 

     本経済新聞に掲載する方法により公告を行うこととします。なお、電子公告は、当社ホームページに掲載され 

     ており、そのアドレスは次のとおりであります。 

        http://www.seijo.co.jp/ 

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日,９月30日

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 

(1）対象株主
毎年９月30日現在における最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載
された当社株式１単元以上を所有する株主及び実質株主。 

(2）株主優待の内容 
１単元以上  当社オリジナル商品 

(3）送付予定時期 
年１回 （毎年12月） 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第55期）（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月25日関東財務局長に提

 出。 

     臨時報告書 

       証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の移

     動）の規定に基づき平成19年４月23日関東財務局長に提出。 

     臨時報告書 

       証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３（吸収合併）

     の規定に基づき平成19年４月23日関東財務局長に提出。 

半期報告書 

       事業年度（第56期中）（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月15日関東財務局長に

     提出。 

     臨時報告書 

  金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３（株式移

 転）の規定に基づき平成19年11月15日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

    平成18年12月25日

株式会社セイジョー     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 高山 秀廣  印 

  
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 中村 雅一  印 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社セイジョーの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの第５５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

セイジョーの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 １．会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より役員賞与に関する会計基準を適用している。 

 

 ２．会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

 

 ３．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１８年１０月１日付けで株式会社シブヤ薬局を完全子会社とし、また

   平成１８年１２月７日付けで同社を被合併会社とする合併契約書を締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書

    平成19年12月21日

株式会社セイジョー     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 高山 秀廣  印 

  
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 中村 雅一  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社セイジョーの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの第５６期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

セイジョーの平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

   

 追記情報  

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年１１月１５日に開催された取締役会において、セガミメ

ディクス株式会社と共同持株会社設立による経営統合を行うことを決議した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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